
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３編 介護保険サービス等の見込み 

及び保険料の設定 
 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第３編 介護保険サービス等の見込み及び保険料の設定 

 

第１章 介護サービス見込み量及び保険料算定手順の概要 

 

被保険者等の推計から、介護サービス見込み量及び給付費、保険料算定までのおおま

かな流れを示すと、下図のとおりとなります。 

 

【介護保険料算定までの流れ】 

 

①被保険者及び要支援・要介護認定者の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②施設・居住系サービスの利用者数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口の実績 

被保険者数の推計 

要支援・要介護認定者数の実績 

人口推計 

地域支援事業・予防給付による 
要介護認定の改善割合等の入力 

日常生活圏域ニーズ調査から 
地域特性の反映 

地域支援事業等の効果等の反映後の
要支援・要介護認定者数を推計 

（参考）全国平均等との比較 

被保険者数（40歳以上）の実績 

要支援・要介護認定率の設定 

要支援・要介護認定者数の推計 
（自然体） 

介護療養型医療施設の転換の影響を考慮 

施設サービス利用者数見込みの設定 

居住系サービス利用者数見込みの設定 

給
付
実
績 

次ページの③へ 



 

 

③介護予防サービス・地域密着型介護予防サービス・居宅サービス・ 

地域密着型サービス（居住系サービス等を除く）の利用者数の推計 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

④介護護予防サービス・地域密着型介護予防サービス・居宅サービス・ 

地域密着型サービス（居住系サービス等を除く）の利用見込み量の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤総給付費の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥保険料の設定 

 

 

 

 

 

 

標準的介護予防サービス・標準的地域密着型介護
予防サービス・標準的居宅サービス・標準的地域
密着型サービス受給対象者数を推計 

身体状況別標準的介護予防サービス等・標

準的居宅サービス利用者数を推計 

標準的介護予防サービス等 

標準的居宅サービス等受給率の設定 

身体状況別に各サービスの必要量を
推計（自然体） 

給
付
実
績 

身体状況×サービス 
・一人一月当たり利用日数・回数の設定 
・一回(一日)当たり費用の算出 

⑤-1 総費用の推計 
○ 総費用＝（施設サービス等の利用者数見込み×サービス利用１人１月当たり給付額×12月 

＋居住系サービス利用者数見込み×サービス利用１人１月当たり給付額×12月 

＋各介護予防サービス等）×介護報酬等の改定率 

⑤-2 総給付費の推計 
○ 総給付費＝総費用×実行給付率 

⑤-3 標準給付費見込み額の推計 

○ 標準給付費見込み額＝総給付費＋各種サービス等給付費＋地域支援事業費 

 

標準給付費見込み額×所得段階別被保険者数 

全国平均、他保険者（人口規模、地域密着
型サービス比率）を参考として示す 

第１号被保険者の保険料額の推計 

各サービスの供給量見込みの設定 



 

 

第２章 介護サービス等の見込みの推計 

 

１ 被保険者及び要介護（要支援）認定者の推計 

（１）被保険者数の推計 

近年の人口動向を勘案した第５期計画期間中（平成24～26年度）の被保険者数推計

は下表のとおりです。 

表３－１ 年齢３区分別人口の推計 

 
 第 ５ 期 計 画 （ 見 込 み ）  

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

総 人 口 80,449人 80,614人 80,729人 

第２号被保険者数（40～64歳） 27,187人 27,081人 27,022人 

 
前期高齢者（65～74歳） 10,115人 10,656人 11,193人 

後期高齢者（75歳以上） 7,896人 8,274人 8,579人 

第１号被保険者数（65歳以上） 18,011人 18,930人 19,772人 

高齢化率（総人口に占める 

65歳以上人口の割合） 
22.4％ 23.5％ 24.5％ 

＊コーホート要因法による推計 

 

 

（２）要介護（要支援）認定者数の推計 

第５期計画期間中（平成24～26年度）の要介護認定者数推計は下表のとおりです。 

表３－２ 要介護(要支援)認定者数の推計（第２号被保険者含む） 

 
第 ５ 期 計 画 （ 見 込 み ） 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

 
要支援１ 188人 190人 192人 

要支援２ 372人 376人 380人 

要支援者 小計 560人 566人 572人 

 

要介護１ 571人 594人 618人 

要介護２ 686人 714人 742人 

要介護３ 432人 445人 458人 

要介護４ 438人 452人 466人 

要介護５ 406人 419人 432人 

要介護者 小計 2,533人 2,624人 2,716人 

認定者数 合計 3,093人 3,190人 3,288人 

 第１号被保険者 2,980人 3,085人 3,186人 

 第２号被保険者 113人 105人 102人 

65歳以上人口 18,011人 18,930人 19,772人 

第１号認定率 16.55％ 16.30％ 16.11％ 

＊国配布のワークシートに基づく推計値。 



 

 

２ 施設・居住系サービスの利用者数の推計 

（１）施設・居住系サービスに関する参酌標準について 

①施設等の整備に係る参酌標準の設定 

施設・居住系サービスの見込み量を定めるにあたって参酌すべき標準（37％参酌

標準）は、昨年度、国において「規制・制度改革に係る対処方針」の中の項目の一

つとして撤廃を行いました。 

本市における施設整備の参酌標準は、第３期計画策定時から平成26年度の整備

目標としている「要介護２～５の37％以内とすること」について、基本的に第５期

計画も継承することとしています。 

また、施設利用者に占める要介護４及び５の方の割合については、介護保険施

設の重度者対応への重点化を考慮し、国の指針どおり、平成26年度における施設

利用者に占める割合を70％以上としています。 

 

②介護療養型病床の廃止期限の延長 

国は、平成23年度末に介護療養型医療施設を廃止する方針を示していましたが、

全国的に他施設への転換が進んでいない現状を踏まえ、廃止期限を６年間延長（平

成29年度末廃止）することとしています。 

なお、本計画では、介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換を見込

んでいません。 

 



 

 

（２）施設・居住系サービスの利用者見込み数等 

（１）を踏まえ算定した第５期計画期間中（平成24～26年度）の施設・居住系サ

ービスの利用者等の見込みは下表のとおりです。 

 

   表３－３ 介護保険施設及び介護専用居住系サービスの利用者見込み数等（月単位） 

 

実績 第５期計画（見込み） 

平 成 
21年度 

平 成 
22年度 

平 成 
23年度 

平 成 
24年度 

平 成 
25年度 

平 成 
26年度 

介護保険施設及び居住系

サービス利用者数 
541人 588人 649人 692人 705人 771人 

 

要介護２～５の利用

者数 
521人 561人 622人 668人 678人 736人 

要介護２～５に占め

る割合 
31.21％ 31.53％ 32.82％ 34.05％ 33.42％ 35.08％ 

介護保険施設利用者数 437人 478人 500人 538人 548人 568人 

 

介護老人福祉施設 

（うち地域密着型介護 

老人福祉施設） 

202人 

（0人） 

256人 

（0人） 

245人 

（0人） 

250人 

（0人） 

260人 

（0人） 

280人 

（20人） 

介護老人保健施設 156人 146人 170人 200人 200人 200人 

介護療養型医療施設 79人 76人 85人 88人 88人 88人 

高齢者人口に占める割合 2.72％ 2.87％ 2.95％ 2.99％ 2.89％ 2.87％ 

施設利用者のうち要介護

４・５の利用者数 
301人 334人 351人 375人 381人 396人 

施設利用者に占める割合 68.87％ 69.87％ 70.20％ 69.70％ 69.53％ 69.72％ 

居住系サービスの利用者

数 
104人 110人 149人 154人 157人 203人 

 

認知症対応型共同生活

介護 
53人 61人 91人 95人 95人 113人 

介護専用型特定施設 

（うち地域密着型介護 

専用型特定施設） 

51人 

（0人） 

49人 

（0人） 

58人 

（0人） 

59人 

（0人） 

62人 

（0人） 

90人 

（0人） 

高齢者人口に占める割合 0.64％ 0.66％ 0.87％ 0.86％ 0.83％ 1.03％ 

＊平成23年度は見込み値。第５期は国配布のワークシートに基づく推計値。 

＊介護専用居住系サービスとは、認知症対応型共同生活介護及び介護専用型特定施設（要介護認定者等のみ入居可能な有料
老人ホーム等）をいう。 

 

  



 

 

３ 介護予防サービス・地域密着型介護予防サービス・居宅サービス・地域密着型

サービス（居住系サービス等を除く）の利用者数の推計 

 

（１）標準的居宅サービス等の受給対象数の見込み 

平成24～26年度までの標準的居宅サービス等の利用対象数の見込みは、次の式に

より、サービス別要介護度別に算出しました。 

 

 

 

（２）標準的居宅サービス等の利用者数の見込み 

上記の標準的居宅サービス等の要介護度別受給対象数の見込みから、サービス受

給率（平成23年10月時点の実績値）を乗じることによって平成24～26年度まで標準

的居宅サービス等の利用者数の見込み（要介護度別）を算出しました。 

 

 

 

 
なお、ワークシートによる推計では、要介護認定データに基づき、利用者の認知

症の有無や医療ニーズの必要性、日常生活自立度などの身体状況を考慮し、利用者

数を見込んでいます。 

上記により算定した標準的居宅サービス等の利用者数の見込みは、下表のとおり

です。 

 
     表３－４ 標準的居宅サービス等の利用者見込み数等（月単位） 

 

実績 第５期計画（見込み） 

平 成 
21年度 

平 成 
22年度 

平 成 
23年度 

平 成 
24年度 

平 成 
25年度 

平 成 
26年度 

 
要支援１ 78人 100人 86人 91人 95人 100人 

要支援２ 231人 194人 215人 248人 279人 310人 

要支援者 小計 309人 294人 301人 339人 374人 410人 

 

要介護１ 323人 344人 385人 420人 442人 457人 

要介護２ 371人 417人 491人 544人 579人 622人 

要介護３ 283人 251人 253人 289人 301人 311人 

要介護４ 169人 172人 182人 203人 220人 223人 

要介護５ 114人 133人 118人 128人 137人 135人 

要介護者 小計 1,260人 1,317人 1,429人 1,584人 1,679人 1,748人 

合 計 1,569人 1,611人 1,730人 1,923人 2,053人 2,158人 

＊平成23年度は見込み値。第５期は国配布のワークシートに基づく推計値。 

 

標準的居宅サービス等の利用対象数＝ 

 要支援・要介護認定者数 － 施設・居住系サービス利用者 

標準的居宅サービス等の利用者数＝ 

 標準的居宅サービス等の利用対象数 × サービス受給率（平成 23年 10月実績） 



 

 

４ 介護予防サービス・地域密着型介護予防サービス・居宅サービス・地域密着型

サービス（居住系サービス等を除く）の利用見込み量の推計 

 
サービス利用見込み量は、各サービスの利用者数に平成23年10月時点における各サ

ービスの利用者１人あたりの利用量を乗じることで求めています。 

各サービスごとの利用見込み量は、下記のとおりとなっています。 

 

（１）予防給付（要支援１・２）の利用見込み量の推計 

     表３－５ 予防給付（要支援１・２）の利用見込み量（年間） 

 実績 第５期計画（見込み） 

平 成 
21年度 

平 成 
22年度 

平 成 
23年度 

平 成 
24年度 

平 成 
25年度 

平 成 
26年度 

介護予防訪問介護 利用者数 2,232人 2,208人 2,136人 2,176人 2,279人 2,398人 

介護予防訪問入浴
介護 

利用回数 3回 75回 9回 24回 24回 24回 

利用人数 3人 24人 9人 24人 24人 24人 

介護予防訪問看護 
利用回数 188回 195回 192回 178回 189回 199回 

利用人数 60人 48人 60人 51人 54人 57人 

介護予防訪問リハ
ビリテーション 

利用回数 127回 310回 318回 364回 392回 420回 

利用人数 12人 24人 60人 68人 77人 87人 

介護予防居宅療養
管理指導 

利用人数 84人 60人 48人 52人 57人 62人 

介護予防通所介護 利用人数 456人 360人 528人 536人 573人 613人 

介護予防通所リハ
ビリテーション 

利用人数 1,008人 912人 936人 913人 959人 1,013人 

介護予防短期入所
生活介護 

利用日数 17日 43日 45日 91日 98日 105日 

利用人数 6人 12人 24人 39人 42人 45人 

介護予防短期入所
療養介護 

利用日数 8日 14日 0日 0日 0日 0日 

利用人数 1人 1人 0人 0人 0人 0人 

介護予防特定施設
入居者生活介護 

利用人数 72人 48人 24人 25人 25人 26人 

介護予防福祉用具
貸与 

利用人数 1,024人 1,160人 1,092人 1,174人 1,237人 1,310人 

特定介護予防福祉
用具販売 

利用人数 75人 57人 71人 105人 110人 116人 

住宅改修 利用人数 109人 82人 96人 102人 108人 115人 

介護予防支援 利用人数 3,675人 3,648人 3,624人 3,702人 3,881人 4,088人 

＊平成23年度は見込み値。第５期は国配布のワークシートに基づく推計値。 

 



 

 

（２）介護給付（要介護１～５）の利用見込み量の推計 

     表３－６ 介護給付（要介護１～５）の利用見込み量（年間） 

 実績 第５期計画（見込み） 

平 成 
21年度 

平 成 
22年度 

平 成 
23年度 

平 成 
24年度 

平 成 
25年度 

平 成 
26年度 

訪問介護 
利用回数 109,673回 114,115回 116,447回 128,980回 134,818回 143,601回 

利用人数 7,212人  7,368人  7,824人  8,125人  8,521人  9,098人  

訪問入浴 
介護 

利用回数 840回 976回 1,131回 1,302回 1,380回 1,459回 

利用人数 180人  252人  204人  243人  257人  272人  

訪問看護 
利用回数 9,974回 10,565回 11,835回 13,386回 14,009回 14,911回 

利用人数 2,184人  2,172人  2,364人  2,462人  2,578人  2,745人  

訪問リハビリ
テーション 

利用回数 8,435回 11,756回 11,928回 13,448回 14,157回 15,092回 

利用人数 960人  1,236人  1,212人  1,327人  1,396人  1,489人  

居宅療養管
理指導 

利用人数 2,520人  2,484人  2,844人  3,045人  3,260人  3,490人  

通所介護 
利用回数 44,624回 49,999回 53,112回 58,147回 61,018回 65,223回 

利用人数 5,796人  6,360人  6,456人  6,791人  7,126人  7,616人  

通所リハビリ
テーション 

利用回数 26,358回 28,453回 33,583回 39,478回 41,425回 44,275回 

利用人数 3,624人  3,660人  4,644人  4,734人  4,968人  5,310人  

短期入所生
活介護 

利用日数 23,018日 20,163日 22,425日 23,371日 24,456日 26,040日 

利用人数 2,856人  2,748人  2,832人  2,894人  3,034人  3,237人  

短期入所療
養介護 

利用日数 3,625日 3,724日 2,870日 2,977日 3,170日 3,363日 

利用人数 516人  444人  324人  347人  370人  393人  

特定施設入居
者生活介護 

利用人数 540人  540人  672人  709人  747人  1,086人  

福祉用具 
貸与 

利用人数 9,687人  10,237人  10,668人  11,304人  11,856人  12,661人  

特定福祉 
用具販売 

利用人数 286人  236人  341人  362人  381人  399人  

住宅改修 利用人数 238人  239人  312人  394人  453人  529人  

居宅介護 
支援 

利用人数 14,923人  15,656人  17,136人  17,410人  18,693人  19,975人  

＊平成23年度は見込み値。第５期は国配布のワークシートに基づく推計値。 

 

 

 



 

 

（３）地域密着型サービスの利用見込み量の推計 

①日常生活圏域別第１号被保険者数の見込み 

     表３－７ 日常生活圏域別第１号被保険者数の見込み（推計） 

 実績 第５期計画（推計） 

平 成 
21年度 

平 成 
22年度 

平 成 
23年度 

平 成 
24年度 

平 成 
25年度 

平 成 
26年度 

長岡中学校区 5,234人 5,385人 5,456人 5,798人 6,094人 6,364人 

長岡第二中学校区 3,928人 4,134人 4,259人 4,526人 4,757人 4,969人 

長岡第三中学校区 3,836人 4,003人 4,060人 4,315人 4,535人 4,737人 

長岡第四中学校区 3,045人 3,113人 3,173人 3,372人 3,544人 3,702人 

計 16,043人 16,635人 16,948人 18,011人 18,930人 19,772人 

＊実績値は、各年4月１日現在の住民基本台帳及び外国人登録。第５期計画（推計）はコーホート要因法による推計値。 

 

②日常生活圏域別要介護（要支援）認定者数の見込み 

     表３－８ 日常生活圏域別要介護（要支援）認定者数の見込み（１号被保険者推計） 

 実績 第５期計画（推計） 

平 成 
21年度 

平 成 
22年度 

平 成 
23年度 

平 成 
24年度 

平 成 
25年度 

平 成 
26年度 

長
岡
中
学
校
区 

要支援１ 64人 66人  59人  60人  60人  61人  

要支援２ 115人  136人  132人  134人  136人  137人  

要介護１ 152人  163人  177人  184人  191人  200人  

要介護２ 154人  186人  236人  245人  256人  267人  

要介護３ 132人  129人  120人  123人  127人  131人  

要介護４ 108人  99人  126人  130人  135人  139人  

要介護５ 95人  115人  124人  128人  133人  137人  

計 820人  894人  974人  1,004人 1,038人 1,072人 

長
岡
第
二
中
学
校
区 

要支援１ 55人  48人  49人  49人  50人  50人  

要支援２ 87人  87人  79人  80人  81人  82人  

要介護１ 101人  124人  137人  142人  148人  155人  

要介護２ 124人  139人  150人  156人  162人  170人  

要介護３ 97人  88人  88人  90人  94人  96人  

要介護４ 93人  107人  96人  99人  103人  106人  

要介護５ 102人  108人  119人  122人  128人  132人  

計 659人  701人  718人  738人 766人 791人 

長
岡
第
三
中
学
校
区 

要支援１ 50人  41人  31人  31人  32人  32人  

要支援２ 78人  70人  58人  59人  60人  60人  

要介護１ 96人  110人  104人  108人  113人  117人  

要介護２ 98人  110人  127人  132人  138人  143人  

要介護３ 104人  100人  101人  104人  107人  111人  

要介護４ 80人  93人  101人  104人  108人  112人  

要介護５ 85人  93人  78人  80人  84人  87人  

計 591人  617人  600人  618人 642人 662人 



 

 

 実績 第５期計画（推計） 

平 成 
21年度 

平 成 
22年度 

平 成 
23年度 

平 成 
24年度 

平 成 
25年度 

平 成 
26年度 

長
岡
第
四
中
学
校
区 

要支援１ 46人  38人  41人  41人  42人  42人  

要支援２ 93人  84人  88人  90人  90人  92人  

要介護１ 93人  92人  113人  118人  122人  127人  

要介護２ 108人  123人  124人  129人  134人  140人  

要介護３ 92人  87人  93人  95人  99人  102人  

要介護４ 73人  83人  87人  90人  93人  96人  

要介護５ 57人  54人  55人  57人  59人  61人  

計 562人  561人  601人  620人 639人 660人 

合 

計 

要支援１ 215人 193人 180人 181人 184人 185人 

要支援２ 373人 377人 357人 363人 367人 371人 

要介護１ 442人 489人 531人 552人 574人 599人 

要介護２ 484人 558人 637人 662人 690人 720人 

要介護３ 425人 404人 402人 412人 427人 440人 

要介護４ 354人 382人 410人 423人 439人 453人 

要介護５ 339人 370人 376人 387人 404人 417人 

計 2,632人 2,773人 2,893人 2,980人 3,085人 3,185人 

＊四捨五入による端数処理の関係で内訳と合計が合わない場合がある。 

 

 

③地域密着型サービスの利用見込み量 

（ア）予防給付（要支援１・２） 

     表３－９ 地域密着型サービス予防給付（要支援１・２）の利用見込み量（年間） 

 実績 第５期計画（見込み） 

平 成 
21年度 

平 成 
22年度 

平 成 
23年度 

平 成 
24年度 

平 成 
25年度 

平 成 
26年度 

介護予防認知症 
対応型通所介護 

利用回数 0回 61回 0回 0回 0回 0回 

利用人数 0人 2人 0人 0人 0人 0人 

介護予防小規模 
多機能型居宅介護 

利用人数 84人 60人 48人 50人 52人 54人 

介護予防認知症 
対応型共同生活介護 

利用人数 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

＊平成23年度は見込み値。第５期は国配布のワークシートに基づく推計値。 

 



 

 

（イ）介護給付（要介護１～５） 

介護保険法の一部改正により、介護給付として次のサービスが創設され、いず

れも地域密着型サービスに位置づけられています。 

 

■定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

日中・夜間を通じ、短時間の定期巡回により訪問し、訪問介護や訪問看護サ

ービスを一体的に提供するサービスで、利用者からの通報による随時訪問も行

います。 

生活リズムに合わせた短時間利用のほか、昼夜問わず随時対応も可能である

ことからより安心感を得られるサービスです。 

 

■複合型サービス 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅・地域密着型サービス

を組み合わせて提供されるサービスです。これまで小規模多機能型居宅介護利

用者で医療サービスが必要な要介護者は 他の訪問看護事業所からサービスの

提供を受ける必要があり、サービス利用調整が難しいのが現状でした。本サー

ビス創設により、 一事業所による柔軟なサービス提供が可能となり、医療ニ

ーズの高い者でも小規模多機能型居宅介護が利用しやすくなります。 

 

    表３－１０ 地域密着型サービス介護給付（要介護１～５）の利用見込み量（年間） 

 実績 第５期計画（見込み） 

平 成 
21年度 

平 成 
22年度 

平 成 
23年度 

平 成 
24年度 

平 成 
25年度 

平 成 
26年度 

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護 

利用人数 － － － 36人  36人  36人  

夜間対応型訪問介護 利用人数 0人  0人  0人  0人  0人  0人  

認知症対応型通所 
介護 

利用回数 9,136回 9,696回 8,581回 8,532回 8,532回 8,532回 

利用人数 1,092人  996人  876人  840人  840人  840人  

小規模多機能型居宅 
介護 

利用人数 537人  645人  684人  687人  721人  769人  

認知症対応型共同生
活介護 

利用人数 636人  732人  1,092人  1,140人  1,140人  1,356人  

地域密着型特定施設
入居者生活介護 

利用人数 0人  0人  0人  0人  0人  0人  

地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護 

利用人数 0人  0人  0人  0人  0人  240人  

複合型サービス 利用人数 － － － 0人  0人  0人  

＊平成23年度は見込み値。第５期は国配布のワークシートに基づく推計値。 

 

 



 

 

④日常生活圏域別地域密着型サービスの整備計画 

第５期計画期間中（平成 24年度～平成 26 年度）における地域密着型サービスに

ついては、長岡第ニ中学校区において認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

を１箇所（定員１８名）、長岡第三中学校区において地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護（小規模特別養護老人ホーム）を１箇所（定員２９名以下）整備する

予定をしています。 

 

     表３－１１ 日常生活圏域別地域密着型サービスの整備計画 

       平成 23年

度末時点の

整備量 

第５期計画（見込み） 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

長
岡
中
学
校
区 

①定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

箇所数 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 

利用者数 0人  12人  12人  12人  

②認知症対応型通所介護 
箇所数 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 

利用者数 288人  276人  276人  276人  

③小規模多機能型居宅介

護 

箇所数 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 

利用者数 144人  145人  152人  162人  

④認知症対応型共同生活

介護 

箇所数 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 

利用者数 348人  363人  363人  432人  

⑤地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 

箇所数 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 

利用者数 0人  0人  0人  77人  

長
岡
第
二
中
学
校
区 

①定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

箇所数 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 

利用者数 0人  12人  12人  12人  

②認知症対応型通所介護 
箇所数 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 

利用者数 264人  253人  253人  253人  

③小規模多機能型居宅介

護 

箇所数 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 

利用者数 216人  217人  228人  243人  

④認知症対応型共同生活

介護 

箇所数 1箇所 1箇所 1箇所 2箇所 

利用者数 300人  313人  313人  373人  

⑤地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 

箇所数 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 

利用者数 0人  0人  0人  67人  

長
岡
第
三
中
学
校
区 

①定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

箇所数 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 

利用者数 0人  12人  12人  12人  

②認知症対応型通所介護 
箇所数 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 

利用者数 204人  196人  196人  196人  

③小規模多機能型居宅介

護 

箇所数 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 

利用者数 204人  205人  215人  229人  

④認知症対応型共同生活

介護 

箇所数 2箇所 2箇所 2箇所 2箇所 

利用者数 180人  188人  188人  224人  

⑤地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 

箇所数 0箇所 0箇所 0箇所 1箇所 

利用者数 0人  0人  0人  38人 



 

 

 

平成 23年

度末時点の

整備量 

第５期計画（見込み） 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

長
岡
第
四
中
学
校
区 

①定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

箇所数 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 

利用者数 0人  0人  0人  0人  

②認知症対応型通所介護 
箇所数 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 

利用者数 120人  115人  115人  115人  

③小規模多機能型居宅介護 
箇所数 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 

利用者数 168人  169人  177人  189人  

④認知症対応型共同生活

介護 

箇所数 2箇所 2箇所 2箇所 2箇所 

利用者数 264人  276人  276人  328人  

⑤地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 

箇所数 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 

利用者数 0人  0人  0人  58人  

合 

計 

①定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

箇所数 0箇所 0箇所 0箇所 0箇所 

利用者数 0人  36人  36人  36人  

②認知症対応型通所介護 
箇所数 2箇所 2箇所 2箇所 2箇所 

利用者数 876人  840人  840人  840人  

③小規模多機能型居宅介護 
箇所数 4箇所 4箇所 4箇所 4箇所 

利用者数 732人  736人  772人  823人  

④認知症対応型共同生活

介護 

箇所数 6箇所 6箇所 6箇所 7箇所 

利用者数 1,092人 1,140人  1,140人  1,357人 

⑤地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 

箇所数 0箇所 0箇所 0箇所 1箇所 

利用者数 0人  0人  0人  240人  

 

（４）介護保険施設の利用見込み量の推計 

     表３－１２ 介護保険施設の給付見込み（年間） 

 実績 第５期計画（見込み） 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

介護老人福祉施設 2,424人  3,072人  2,940人  3,000人  3,120人  3,120人  

介護老人保健施設 1,872人  1,752人  2,040人  2,400人  2,400人  2,400人  

介護療養型医療施設 948人  912人  1,020人  1,056人  1,056人  1,056人  

計 5,244人  5,736人  6,000人  6,456人  6,576人  6,576人  

 

＊国配布のワークシートに基づく推計値。 

 
   表３－１３ 介護保険施設箇所数（長岡京市所在施設のみ） 

 実績 第５期計画（見込み） 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

介護老人福祉施設 ３箇所 ４箇所 ４箇所 ４箇所 ４箇所 ４箇所 

介護老人保健施設 ２箇所 ２箇所 ３箇所 ３箇所 ３箇所 ３箇所 

介護療養型医療施設 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 

計 ６箇所 ７箇所 ８箇所 ８箇所 ８箇所 ８箇所 



 

 

第３章 サービス給付費の推計及び保険料の設定 

 
１ 総給付費の推計 

給付費は、各サービスの利用者数（サービス利用回数もしくは日数）に平成23年10

月時点における各サービスの利用者１人・１月あたりの利用単価を乗じることで求め

ています。 

サービスごとの給付費の見込みは、下記のとおりとなっています。 

 

（１）予防給付費（要支援１・２）の見込み 

       表３－１４ 予防給付費（要支援１・２）の見込み（年間、千円） 

 実績 第５期計画（見込み） 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

介護予防訪問介護 38,917 38,752 36,607 38,108 40,040 42,256 

介護予防訪問入浴介護 23 655 63 141 141 141 

介護予防訪問看護 1,142 1,319 1,298 1,270 1,341 1,412 

介護予防 
訪問リハビリテーション 

389 896 920 1,043 1,124 1,204 

介護予防居宅療養管理指導 693 703 356 388 418 448 

介護予防通所介護 16,936 15,270 20,364 20,679 22,173 23,814 

介護予防 
通所リハビリテーション 

43,505 39,838 37,693 37,248 39,475 41,991 

介護予防短期入所生活介護 115 265 330 320 345 370 

介護予防短期入所療養介護 60 108 0 0 0 0 

介護予防 
特定施設入居者生活介護 

4,881 5,042 3,255 3,361 3,462 3,556 

介護予防福祉用具貸与 7,431 8,578 7,633 8,241 8,666 9,159 

特定介護予防福祉用具販売 1,556 1,038 1,600 1,021 1,066 1,072 

住宅改修 7,655 6,439 8,020 7,348 7,549 7,847 

介護予防支援 16,057 16,022 15,523 15,046 15,771 16,608 

計 139,360 134,925 133,662 134,214 141,571 149,878 

＊国配布のワークシートに基づく推計値。端数処理の関係で内訳と合計が合わない場合がある。 

 



 

 

（２）介護給付費（要介護１～５）の見込み 

     表３－１５ 介護給付費（要介護１～５）の見込み（年間、千円） 

 実績 第５期計画（見込み） 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

訪問介護 348,851 361,119 357,680 394,785 412,425 439,146 

訪問入浴介護 9,934 11,639 13,284 15,018 15,920 16,822 

訪問看護 70,953 78,435 89,966 100,743 105,362 112,074 

訪問リハビリテーション 25,319 34,482 34,904 39,060 41,117 43,832 

居宅療養管理指導 27,358 28,623 30,866 33,045 34,714 36,861 

通所介護 366,180 409,293 440,848 478,662 501,992 536,153 

通所リハビリテーション 215,223 225,755 264,434 273,546 286,464 305,826 

短期入所生活介護 207,430 205,553 201,139 220,414 230,492 245,291 

短期入所療養介護 35,947 38,035 28,951 33,199 35,330 37,461 

特定施設入居者生活介護 103,122 110,461 124,490 144,574 152,270 220,975 

福祉用具貸与 140,734 148,276 157,929 162,566 170,070 181,215 

特定福祉用具販売 7,757 6,688 9,316 8,008 8,469 8,883 

住宅改修 17,592 18,734 22,259 20,233 22,771 26,249 

居宅介護支援 202,478 214,073 226,766 217,796 233,626 249,456 

計 1,778,878 1,891,166 2,002,832 2,141,649 2,251,022 2,460,244 

＊国配布のワークシートに基づく推計値。端数処理の関係で内訳と合計が合わない場合がある。また、給付費見込み

の数値については、平成２４年度の報酬改定による変動分を見込んでいない。 
 

 

 



 

 

（３）地域密着型サービスの給付費の見込み 

①予防給付（要支援１・２） 

     表３－１６ 地域密着型サービス予防給付（要支援１・２）の給付見込み（年間、千円） 

 実績 第５期計画（見込み） 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

介護予防認知症対応型
通所介護 

0 554 0 0 0 0 

介護予防小規模多機能
型居宅介護 

5,461 3,812 2,905 3,446 3,629 3,813 

介護予防認知症対応型
共同生活介護 

0 0 0 0 0 0 

計 5,461 4,366 2,905 3,446 3,629 3,813 

＊国配布のワークシートに基づく推計値。端数処理の関係で内訳と合計が合わない場合がある。 

 

 

②介護給付（要介護１～５） 

     表３－１７ 地域密着型サービス介護給付（要介護１～５）の給付見込み（年間、千円） 

 実績 第５期計画（見込み） 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

定期巡回・随時対応型訪
問介護看護 

－ － － 400 400 400 

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 0 

認知症対応型通所介護 100,725 109,750 98,018 106,864 106,864 106,864 

小規模多機能型居宅 
介護 

98,649 108,573 125,693 132,086 138,511 147,599 

認知症対応型共同 
生活介護 

157,930 173,376 262,025 288,268 288,268 343,031 

地域密着型特定施設 
入居者生活介護 

0 0 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護 

0 0 0 0 0 62,001 

複合型サービス － － － 0 0 0 

計 357,305 391,700 485,737 527,618 534,043 659,895 

＊国配布のワークシートに基づく推計値。端数処理の関係で内訳と合計が合わない場合がある。 

 

 



 

 

（４）介護保険施設の給付費の見込み 

     表３－１８ 介護保険施設の給付見込み（年間、千円） 

 実績 第５期計画（見込み） 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

介護老人福祉施設 605,989 711,025 758,222 771,910 802,066 802,066 

介護老人保健施設 479,203 461,866 483,765 484,013 484,013 484,013 

介護療養型医療施設 351,726 348,099 366,179 381,461 381,461 381,461 

計 1,436,920 1,520,991 1,608,167 1,637,384 1,667,540 1,667,540 

＊国配布のワークシートに基づく推計値。端数処理の関係で内訳と合計が合わない場合がある。 

 

（５）第５期計画期間におけるサービス総給付費の見込み 

（１）から（４）の各サービスの給付費見込み額と、地域支援事業費、特定入所

者介護サービス費等給付費、高額介護サービス費等給付費・高額医療合算介護サー

ビス費等給付費および算定対象審査支払手数料等を合算した総給付見込み額は次の

とおりです。 

なお、地域支援事業費は、本計画が定める各年度の保険給付見込み額の３％以内

の範囲で設定することが規定されています。 

     表３－１９ 総給付見込み（年間、千円） 

 実績 第５期計画（見込み） 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 
計 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 
計 

予 防 給 付 （ 居 宅 ） 費 139,360 134,925 133,662 407,947 134,214 141,571 149,878 425.663 

介 護 給 付 （ 居 宅 ） 費 1,778,878 1,891,166 2,002,832 5,672,876 2,141,649 2,251,022 2,460,244 6,852,915 

地域密着型予防給付費 5,461 4,366 2,905 12,732 3,446 3,629 3,813 10,888 

地域密着型介護給付費 357,305 391,700 485,737 1,234,742 527,618 534,043 659,895 1,721,556 

施 設 サ ー ビ ス 給 付 費 1,436,920 1,520,991 1,608,167 4,566,078 1,637,384 1,667,540 1,667,540 4,972,464 

総 給 付 費 3,717,924 3,943,148 4,233,303 11,894,375 4,444,312 4,597,803 4,941,369 13,983,484 

特定施設入所者介護サービス等給付費 140,196 154,500 163,357 458,053 171,278 177,194 190,434 538,906 

高額介護サービス費等給付費 46,321 48,416 51,147 145,884 55,011 56,911 61,164 173,086 

高額医療合算介護サービス費等
給付費 

0 13,726 12,351 26,077 15,100 15,100 15,100 45,300 

審 査 支 払 手 数 料 6,478 6,828 5,680 18,986 6,022 6,230 6,696 18,948 

標準給付費見込額（Ａ） 3,910,919 4,166,618 4,465,838 12,543,375 4,691,723 4,853,238 5,214,762 14,759,723 

＊国配布のワークシートに基づく推計値。端数処理の関係で内訳と合計が合わない場合がある。 

 

     表３－２０ 地域支援事業費見込み（年間、千円） 

 実績 第５期計画（見込み） 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 
計 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 
計 

地域支援事業費（Ｂ） 92,387 101,129 109,630 303,146 140,500 145,400 156,200 442,100 

 保険給付費見込額に対する割合 2.4% 2.4% 2.5% 2.4% 3.0% 3.0% 3.0% 3.0% 



 

 

２ 保険料の設定 

 

（１）第１号被保険者の保険料基準額の設定 

第１号被保険者保険料の基準額は、平成24年度から26年度までの３年間の介護保

険給付費等の給付額及び地域支援事業の費用額をもとに決定します。 

平成24年度～26年度の第１号被保険者（65歳以上）の保険料額は、次のような算

定方法によって算出しました。 

 

① 標準給付費見込額（Ａ） .................................. 14,759,723千円 

 

② 地域支援事業費（Ｂ） ....................................... 442,100千円 

 

③ 所得段階別加入割合補正後被保険者数（Ｃ） ....................... 59,508人 

 

表３－２１ 所得段階別加入割合補正後被保険者数の推計 

 

第 ５ 期 計 画 （ 見 込 み ） 

３か年計 平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

所
得
段
階
別
被
保
険
者
数 

第１段階 287人 301人 315人 903人 

第２段階 2,819人 2,962人 3,095人 8,876人 

第３段階 2,038人 2,142人 2,238人 6,418人 

第４段階 4,748人 4,990人 5,212人 14,950人 

第５段階 4,439人 4,666人 4,873人 13,978人 

第６段階 3,680人 3,869人 4,039人 11,588人 

合計 18,011人 18,930人 19,772人 56,713人 

所得段階別加入割合補正後被保険者数（Ｃ） 18,898人 19,864人 20,745人 59,508人 

＊国配布のワークシートに基づく推計値。端数処理の関係で内訳と合計が合わない場合がある。 

 
 

④ 第１号被保険者負担分相当額（Ｄ） .......................... 3,192,383千円 

＝（標準給付費見込額(Ａ)＋地域支援事業費(Ｂ)）× 第１号被保険者負担割合（21％） 

 

⑤ 調整交付金相当額（Ｅ） ..................................... 737,986千円 

＝標準給付費見込額（Ａ）× 全国平均の調整交付金交付割合（0.05） 

 

⑥ 調整交付金見込額（Ｆ） ..................................... 331,609千円 

 

表３－２２ 調整交付金見込額の推計 

 
第 ５ 期 計 画 （ 見 込 み ） 

３ か 年 計 
平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

調整交付金見込み交付割合 2.25％ 2.24％ 2.25％  

調整交付金見込額（Ｆ） 105,564千円 108,713千円 117,332千円 331,609千円 



 

 

⑦ 財政安定化基金拠出金見込額（Ｇ） ................................... 0円 

＝（標準給付費見込額(Ａ)＋地域支援事業費(Ｂ)）× 財政安定化基金拠出率（%） 

 

⑧ 財政安定化基金償還金（Ｈ） .................................. 39,000千円 

 

⑨ 財政安定化基金取崩交付金見込額（Ｉ） ......................... 23,500千円 

 

⑩ 保険料収納必要額（Ｊ） ................................... 3,614,260千円 

＝第１号被保険者負担分相当額（Ｄ）＋調整交付金相当額（Ｅ）－ 調整交付金見込額（Ｆ）

＋財政安定化基金拠出見込額（Ｇ）＋ 財政安定化基金償還金（Ｈ）－ 財政安定化基金取崩

交付金見込額（Ｉ） 

 

⑪ 保険料の基準額 

＝保険料収納必要額（Ｊ）÷ 予定保険料収納率（99.0％）÷ 所得段階別加入割合補正後被

保険者数（Ｃ） 

◇ 月 額  ５，１８０円 （現行 月額  4,395円） 

◇ 年 額 ６２，１６０円 （現行 年額 52,740円） 

◇ 改定率 17.9%（第４期から第５期への増減率） 

 

 



 

 

（２）所得段階別第１号被保険者数の推計 

第５期介護保険事業計画期間（平成 24 年度～26 年度）における所得段階別の第１

号被保険者数は、過去の実績値から次のとおり推計しました。 

表３－２３ 所得段階別第１号被保険者数の推移及び推計 

 第 ５ 期 （ 計 画 値 ） 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

第１号被保険者 

（65歳以上） 
18,011人 18,930人 19,772人 

 

第１段階 
287人 

(1.6%) 

301人 

(1.6%) 

315人 

(1.6%) 

第２段階 
2,819人 

(15.7%) 

2,962人 

(15.6%) 

3,095人 

(15.7%) 

第３段階 
981人 

(5.4%) 

1,031人 

(5.4%) 

1,077人 

(5.4%) 

第４段階 
1,057人 

(5.9%) 

1,111人 

(5.9%) 

1,161人 

(5.9%) 

第５段階 
2,668人 

(14.8%) 

2,804人 

(14.8%) 

2,929人 

(14.8%) 

第６段階 
2,080人 

(11.5%) 

2,186人 

(11.5%) 

2,283人 

(11.5%) 

第７段階 
1,726人 

(9.6%) 

1,814人 

(9.6%) 

1,894人 

(9.6%) 

第８段階 
2,713人 

(15.1%) 

2,852人 

(15.1%) 

2,979人 

(15.1%) 

第９段階 
1,979人 

(11.0%) 

2,080人 

(11.0%) 

2,172人 

(11.0%) 

第 10段階 
733人 

(4.1%) 

770人 

(4.1%) 

804人 

(4.1%) 

第 11段階 
472人 

(2.6%) 

496人 

(2.6%) 

518人 

(2.6%) 

第 12段階 
162人 

(0.9%) 

171人 

(0.9%) 

178人 

（0.9%) 

 第 13段階 
74人 

(0.4%) 

78人 

(0.4%) 

81人 

（0.4%) 

 第 14段階 
260人 

(1.4%) 

274人 

(1.4%) 

286人 

1.4%) 

＊国配布のワークシートに基づく推計値。端数処理の関係で内訳と合計が合わない場合がある。 

( )内のパーセンテージは第１号被保険者に対する割合 



 

 

（３）第１号被保険者の所得段階別保険料 

第５期介護保険事業計画期間における第１号被保険者（65歳以上）の保険料額につ

いては、第 1 号被保険者の負担割合が 21％（従来は 20％）に増加し、さらに介護報

酬の改定や介護従事者処遇改善に伴う地域区分単価の見直し、財政安定化基金償還金

等を勘案する一方、保険料の上昇を抑制するため、京都府からの財政安定化基金取崩

交付金を充当します。 

また、負担能力に応じたよりきめ細かな所得段階区分を採用し、低所得者の負担

軽減が図られるよう第３段階を細分化し、13段階から 14段階に改定します。 

具体的な所得段階区分の改定内容は、次表のとおりです。 

表３－２４ 第５期計画期間における第１号被保険者の所得段階別保険料段階 

第４期 

(平成21～23年度) 

第 ５ 期 

（平成 24～26年度） 

保険料 

基準額 

（月額） 

保険料率 
保険料 

（年額） 

第１段階 第１段階 
生活保護受給者 
本人・世帯全員が住民税非課税
で老齢福祉年金受給者 

5,180円 

基準額×0.45 27,980円 

第２段階 第２段階 
本人・世帯全員が住民税非課税
で本人の合計所得金額＋課税年
金収入額が80万円以下 

基準額×0.45 27,980円 

第３段階 

第３段階 
本人・世帯全員が住民税非課税
で本人の合計所得金額＋課税年
金収入額が120万円以下 

基準額×0.60 37,300円 

第４段階 
本人・世帯全員が住民税非課税
で本人の合計所得金額＋課税年
金収入額が120万円超 

基準額×0.70 43,520円 

第４段階 第５段階 
本人は住民税非課税で世帯の誰
かが課税で、合計所得金額＋課税
年金収入額が80万円以下 

基準額×0.90 55,950円 

第５段階 第６段階 
本人は住民税非課税で世帯の誰
かが課税で、合計所得金額＋課税
年金収入額が80万円超 

基準額×1.00 62,160円 

第６段階 第７段階 
本人が住民税課税で合計所得金
額が125万円以下 

基準額×1.15 71,490円 

第７段階 第８段階 
本人が住民税課税で合計所得金
額が125万円を超え190万円未満 

基準額×1.25 77,700円 

第８段階 第９段階 
本人が住民税課税で合計所得金
額が190万円以上300万円未満 

基準額×1.40 87,030円 

第９段階 第 10段階 
本人が住民税課税で合計所得金
額が300万円以上400万円未満 

基準額×1.60 99,460円 

第 10段階 第 11段階 
本人が住民税課税で合計所得金
額が400万円以上600万円未満 

基準額×1.80 111,890円 

第 11段階 第 12段階 
本人が住民税課税で合計所得金
額が600万円以上800万円未満 

基準額×2.15 133,650円 

第 12段階 第 13段階 
本人が住民税課税で合計所得金
額が800万円以上1,000万円未満 

基準額×2.50 155,400円 

第 13段階 第 14段階 
本人が住民税課税で合計所得金
額が1,000万円以上 

基準額×2.85 177,160円 

  ※年額保険料は、基準月額（5,180円）を基に計算し、端数については、10円未満を切上げ 


